
資料５ 

 

国立大学法人等ＰＦＩ事業の考え方 

 

 平成２５年度概算要求におけるＰＦＩ事業については、以下の考え方とする。 

 

（１）国立大学法人等におけるＰＦＩ事業の考え方 

国立大学法人等が国費を活用したＰＦＩ事業を新たに検討する際には、法人の主

体的な自助努力によって確保される多様な財源を活用した事業※１（産学連携施設等

との合築等）や、学生宿舎（留学生含む）、駐車場、福利厚生施設等、一定の事業

収入が得られる独立採算性の高い事業を基本とする。 

ＰＦＩによる効果が高いと考えられる事業については、積極的な導入を検討する

こととする。 

   ※１：本事業の検討例については、別紙１を参照 

 

 

（２）事業選定のプロセス 

  １．導入可能性調査の実施について 

国立大学法人等は、原則的に、各法人においてＰＦＩ導入可能性調査※２を実施し

た上で、ＰＦＩ事業の要求を行うこととする。 

※２：別紙２「ＰＦＩ導入可能性調査実施におけるポイント」参照 

 

２．実施事業の選定について 

国庫負担を伴うＰＦＩ事業の選定においては、「第３次国立大学法人等施設整備

５か年計画」（平成23年8月26日文部科学大臣決定）の下、国立大学法人等の施設整

備を計画的かつ重点的に推進するため、国立大学法人等が実施したＰＦＩ導入可能

性調査の結果を踏まえた上で、「ＰＦＩ事業評価基準」※３に基づき、有識者による

検討を経て、実施事業を選定する。 

※３：別紙３「ＰＦＩ事業評価基準」参照 

 



別紙１

イメージ図

財源を国費に限定しないＰＦＩ事業の検討例

※事業方式（ＢＴＯまたはＢＯＴ等）は
　 各事業の実情に応じて選択

建　 設　 費：大学経費
維持管理費：大学経費
事 業 期 間：１５年間
返 済 方 法：建設費は建設期間中の建物
                  の出来高に応じた支払い又は
　　　　　　　　一括払い

建　 設　 費：施設使用料
維持管理費：施設使用料
事 業 期 間：１５年間
返 済 方 法：事業期間の割賦払い 事業者の独立採算による整備

〈産学連携施設等〉

国費による整備

〈基礎的な教育研究部分〉

大学の自助努力による整備

〈基礎的な教育研究部分〉
〈産学連携施設等〉

競争的研究経費（ＣＯＥ等）を獲
得した学内の研究者や産学連携
による企業との研究スペース等を
当該施設使用料（外部資金・競争
的研究資金等）を基に整備

総合研究棟

奨学寄附金や積立金等、
大学の自助努力によりス
ペースを整備

一般的な研究者のための
研究室、学生実験室等の
スペースを施設整備費補
助金により整備

一
体
的
に
整
備

建　 設　 費：施設整備費補助金
維持管理費：大学経費
事 業 期 間：１５年間
返 済 方 法：事業期間の割賦払い

学生・教職員のサービス向上に
繋がる民間収益施設を合築又は
併設で整備

事業者の独立採算による整備
〈民間収益施設〉

建　 設　 費：施設利用者からの料金収入
維持管理費：施設利用者からの料金収入
事 業 期 間：１５年間
返 済 方 法：事業期間の割賦払い



 別紙２  

 

 

            

ＰＦＩ導入可能性調査実施におけるポイント 

 

 

    

 （１）自己資金等の活用等 

   自己資金等の活用等により財政面で創意工夫がなされた事業か。 

 

 （２）事業規模等 

      ＰＦＩ事業として、採算可能な規模等が確保されているか。また、計画内容はま

とまっているか。事業方式等は適正か。 

 

 （３）民間事業者の創意工夫の発揮 

     事業の実施にあたり、民間事業者のノウハウが活用できる余地が見込める事業と

なっているか。また、民間事業者の競争を促すような魅力ある事業内容となってい

るか。  

 

 （４）適切なリスク分担 

     民間事業者と大学法人で明確なリスク分担ができるか。また、民間事業者が担う

リスクは、民間事業者の責任で処理できる内容か。  

  

 （５）大学の事務体制 

     実施に向けて十分な体制が整っているか。また、全学的な責任体制が構築されてい

るか。 



 

別紙３ 
 

ＰＦＩ事業評価基準 

 

 

 

１．ＰＦＩ事業実施に向けた事業の評価項目及び評価の視点 

 

  評価項目は「個別事業における評価」、「自己資金等の活用等」、「ＶＦＭ」、「潜在するリスクの低

減」、「事業形態・範囲」、「大学の事務体制」の６項目とし、各項目の評価基準（視点）は以下のと

おりとする。 

 

 （１）個別事業評価（施設検討会による評価） 

   概算要求における個別事業の評価でＳ評価を受けた事業であること。 

 

 （２）自己資金等の活用等 

   自己資金等の活用等により財政面の創意工夫がなされた事業か。 

 

 （３）ＶＦＭ 

      ①金利変動等のリスクを考慮し、一定以上の（適正な）ＶＦＭが必要。 

      ②導入可能性調査結果において、以下のＶＦＭが見込める事業であること。 

       ａ）定量的な評価は、導入可能性調査による数的結果を評価する。 

       ｂ）定性的な評価は、事業化に向けての取組を評価する。 

 

 （４）潜在するリスクの低減 

     ①基本構想等の策定 

     ②改修事業における建物の基礎資料等 

      ａ）設計図書等の有無 

     ｂ）耐震診断の実施の有無 

     ｃ）現況調査の実施の有無 

 

 （５）事業形態・範囲（民間の資金力、経営能力、技術的能力を発揮できるか） 

       ①事業形態・規模等が民間事業者にとって魅力的なものになっており、民間事 

      業者の参入意欲はあるか。  

       ②事業の中に、民間事業者の創意工夫が特に活かせる分野（運営業務の充実等） 

         が含まれているか。 

 

 （６）大学の事務体制 

       ＰＦＩ事業の実施のための十分な体制がとれているか。また、全学的体制（責任体制） 

   が構築されているか。 



 

２．ＰＦＩ事業実施に向けての評価項目別の評価及び総合評価の基準 

 

（１）評価項目別の評価 

評 価 項 目 評 価 基 準 

ａ Ｓ評価を受けた事業 １．概算要求における個別事

業評価 ｂ Ｓ評価以外の評価を受けた事業 

ａ 財源面での創意工夫が認められる 

ｂ 財源面での創意工夫が概ね認められる 

２．自己資金等の活用等 

ｃ 財源面での創意工夫が認められない 

ａ 定量的にも定性的にも効果が認められる 

ｂ 定量的な効果が認められるもの 

３．ＶＦＭ 

（詳細は VFM 評価表による） 

ｃ 
定量的にも定性的にも効果が認められない 
または、定性的な評価のみが認められる 

ａ 策定済み 

ｂ 概ね定まっている 

①基本構想

等 

 ｃ 移行計画等重要な要素について未調整 

ａ 原設計図、構造図、設備図、改修図等建物の基礎資料を完備 

ｂ 上記資料について概ね完備 

②設計図書等 

 

ｃ 重要な図書がなくまた、それを補完する調査が未実施 

ａ 耐震診断及び補強計画が完了 ③耐震診断 

 ｂ 耐震診断及び補強計画が未完 

ａ 
躯体の劣化度、瑕疵の有無等事業者とのリスク分担を明確にするた

めの詳細な現況調査を実施 

ｂ 
躯体の劣化度、瑕疵の有無等事業者とのリスク分担を明確にするた

めの詳細な現況調査を概ね実施 

４．潜在する

リスクの

低減 

 

④現況調査 

 

ｃ 未実施 

ａ 事業形態・範囲において民間の参入意欲や創意工夫が期待できる 

ｂ 
事業形態・範囲において民間の参入意欲や創意工夫が概ね期待でき

る 

５．事業形態・範囲 

ｃ 事業形態・範囲において民間の参入意欲や創意工夫は期待できない

ａ 構築されている ６．大学の事

務体制 

 

学長，副学長を

ﾄｯﾌﾟとする全

学的責任体制 
ｂ 未構築 

 
（２）総合評価 

総 合 評 価 評 価 基 準 

S 判定 

 

総合的に優れており、ＰＦＩで実施可能な

事業 

すべての評価項目の評価がａ評価であるもの 

A 判定 

 

総合的な適性が高く、ＰＦＩで実施可能な

事業 

評価項目のうち、「１、２、３、４－③、５、６」

がａ評価で、その他がａ又はｂ評価であるもの

B判定 

 

ＰＦＩの可能性があるが、計画の見直し等

の検討を行う事業 

評価項目のうち、「１、４－③、６」がａ評価で、

その他がａ又はｂ評価であるもの 

C 判定 ＰＦＩの可能性が低い事業 評価項目のうち、「１、４－③、６」がｂ評価で、

その他がｃ評価であるもの 



 

ＶＦＭ評価表 

 
定量的評価 

項   目 内     容 評 価 

（１）ＶＦＭの評価（総括） 事業の安定性が確保できる数値 
認められる 

認められない 

 
 

定性的評価 

項    目 内     容 評 価 

（２）ＶＦＭの評価（総括） 

定性的な評価項目を評価し、項目「１」～「４」

が○であり、項目「５」が×でなければ認め

られる。 

認められる 

認められない 

１.民間事業者や金融機関か

らのヒアリングにおいて優

良な評価の有無 

具体的な内容を記載 ○または× 

２.ＰＦＩ事業を実施するこ

とにより、サービスの質の

向上等の有無 

具体的な内容を記載 〃 

３.適切なリスク分担の実施

の有無 具体的な内容を記載 〃 

４.事業の安定性を図るため

の工夫の有無 具体的な内容を記載 〃 

５．その他 ・実施する上での検討課題等の解決がなされ

ているか否かについて記載。 

・×ではないが引き続き検討を要する事項に

ついては、「継続」 

○または× 

 

「継続」 
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